
 

小児慢性特定疾病その他の疾病にかかっていることにより長期にわたり

療養を必要とする児童等の健全な育成に係る施策の推進を図るための基
本的な方針（平成27年厚生労働省告示第431号） 

 

児童福祉法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第四十七号。以下「改

正法」という。）により、小児慢性特定疾病児童等（児童福祉法（昭和二十二

年法律第百六十四号。以下「法」という。）第六条の二第二項に規定する小児

慢性特定疾病児童等をいう。以下同じ。）に係る法定給付としての小児慢性特

定疾病医療費の支給や小児慢性特定疾病児童等自立支援事業が法に位置づけら

れ、平成二十七年一月一日に施行された。 

本方針は、法第二十一条の五の規定に基づき、法第六条の二第二項に規定す

る小児慢性特定疾病医療支援の良質かつ適切な実施をはじめとして、国、地方

公共団体等が取り組むべき方向性を示すことにより、疾病児童等（法第二十一

条の四第一項に規定する疾病児童等をいう。以下同じ。）の健全な育成を図る

ことを目的とする。 

第一 疾病児童等の健全な育成に係る施策の推進の基本的な方向 

一 国並びに都道府県、指定都市及び中核市（以下「都道府県等」という。）

は、小児慢性特定疾病児童等及びその家族が必要な医療や支援等を確実に、

かつ、切れ目なく受けられるようにするため、当事者である小児慢性特定

疾病児童等及びその家族の意見を踏まえつつ、小児慢性特定疾病児童等の

健全な育成に係る施策の実施及び充実に努める。なお、施策の実施及び充

実に当たっては、小児慢性特定疾病児童等には、小児慢性特定疾病であっ

て、指定難病（難病の患者に対する医療等に関する法律（平成二十六年法

律第五十号）第五条第一項に規定する指定難病をいう。以下同じ。）の要

件を満たさない疾病に罹患している児童及び児童以外の満二十歳に満た

ない者が含まれることに留意することが重要である。 

二 疾病児童等の健全な育成に係る施策は、疾病児童等の社会参加の機会が

確保されることを旨として、社会福祉をはじめとする関連施策との有機的

な連携に配慮しつつ、総合的に実施されることが必要である。また、施策

の実施に当たっては、関係機関、関係団体及び疾病児童等に対する医療又

は福祉、教育若しくは雇用支援に関連する職務に従事する者その他の関係

者（以下「関係機関等」という。）並びに疾病児童等及びその家族が参画

し、疾病児童等及びその家族の個別のニーズへの対応が図られることが必

要である。 

三 国及び都道府県等が講ずる小児慢性特定疾病児童等の健全な育成に係る

施策は、広く国民の理解を得ながら推進されることが必要である。 
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四 国及び都道府県等が講ずる小児慢性特定疾病児童等の健全な育成に係る

施策は、難病の患者に対する医療等の施策との連携を図る観点から、難病

の患者に対する医療等の総合的な推進を図るための基本的な方針（平成二

十七年厚生労働省告示第三百七十五号）を踏まえつつ、実施されることが

必要である。 

五 国は、改正法施行後五年以内を目途として、法の規定について検討を加

え、その結果に基づき、必要があると認めるときは本方針の見直しを行う。 

第二 小児慢性特定疾病医療費の支給に関する事項 

一 小児慢性特定疾病については、法第六条の二第一項に定められた要件を

満たす疾病を小児慢性特定疾病医療費の対象とするよう、国は、疾病につ

いて情報収集を広く行い、それぞれの疾病が置かれた状況を踏まえつつ、

小児慢性特定疾病の要件の適合性について適宜判断を行う。併せて、国際

的な状況も含めた医学の進歩に応じ、法第六条の二第二項に基づき小児慢

性特定疾病ごとに厚生労働大臣が定める疾病の状態の程度を見直すとと

もに、小児慢性特定疾病の診断の手引きの見直しを推進する。 

二 小児慢性特定疾病医療費の支給の目的が、小児慢性特定疾病児童等の健

全な育成の観点から、患児の家庭に対する経済的支援を行うとともに、小

児慢性特定疾病に関する調査及び研究の推進に資することであることに

鑑み、国は、小児慢性特定疾病医療費の支給の申請に係る小児慢性特定疾

病児童等についての臨床データを収集し、管理及び活用を行うため、小児

慢性特定疾病児童等に係る医学的データベース（以下「小児慢性特定疾病

児童等データベース」という。）を構築する。小児慢性特定疾病児童等デ

ータベースの構築及び運用に当たっては、国及び都道府県等は、個人情報

保護等に万全を期すとともに、小児慢性特定疾病児童等及びその家族は、

必要なデータの提供に協力し、指定医（法第十九条の三第一項に規定する

指定医をいう。以下同じ。）は、正確な小児慢性特定疾病児童等のデータ

の登録に努める。 

第三 良質かつ適切な小児慢性特定疾病医療支援の実施に関する事項 

一 小児慢性特定疾病について、できる限り早期に正しい診断が行われるよ

う、国及び都道府県等は、日本医師会や小児慢性特定疾病に関係する学会

等の協力を得て、指定医の育成を行うことが重要である。 

二 国は、小児慢性特定疾病の診断の際に活用できるよう、国際的な状況も

含めた医学の進歩に応じ、診断の手引きの見直しの推進及びその周知を図

る。 

三 小児慢性特定疾病の診断後は、できる限り身近な医療機関で適切な治療

が受けられるよう、都道府県等は、小児慢性特定疾病医療支援を行うこと
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が可能な医療機関に対して、指定小児慢性特定疾病医療機関（法第六条の

二第二項に規定する指定小児慢性特定疾病医療機関をいう。）の指定の申

請を促す等、小児慢性特定疾病児童等に対する医療提供体制の確保に努め

る。 

四 都道府県は、小児慢性特定疾病児童等への支援策等、地域の実情に応じ

た小児慢性特定疾病に関する医療を提供する体制の確保に向けて必要な

事項を医療計画（医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第三十条の四第

一項に規定する医療計画をいう。）に盛り込むなどの措置を講じるよう努

めるとともに、それらの措置の実施、評価及び改善を通じて、必要な医療

提供体制の構築に努める。 

五 国は、成人後に主に成人医療に従事する者に担当が移行する小児慢性特

定疾病児童等について、モデル事業を実施し、小児慢性特定疾病に関係す

る学会等の協力を得て、主に小児医療に従事する者から担当が移行する際

に必要なガイドを作成し、都道府県等や医療従事者に周知する。また、都

道府県等は、そのガイドを活用し、小児期及び成人期をそれぞれ担当する

医療従事者間の連携の推進に努める。 

六 国は、前号の医療従事者への周知を行う際、成人後においても主に成人

医療に従事する者に担当が移行しない小児慢性特定疾病児童等について

は、成人後も引き続き主に小児医療に従事する者が、必要に応じて主に成

人医療に従事する者と連携しつつ、必要な医療等を提供することについて、

併せて周知する。 

第四 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業に関する事項 

一 小児慢性特定疾病児童等の将来の自立を支援するため、都道府県等は、

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の積極的な実施に取り組むものと

する。小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の実施に当たっては、都道府

県等は、地域において疾病児童等の自立を支援する体制を確立するために

都道府県等が設置する慢性疾病児童等地域支援協議会における検討を踏

まえ、相談支援に加えて、一時預かり等の日常生活支援、患児同士や患児

と患児であった者等との相互交流支援、相談等の機会を通じた雇用情報の

提供等の就労支援、通院の付添い等の介護者支援、学習支援等を実施する

など、事業内容の充実に努める。 

二 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の実施に当たっては、小児慢性特

定疾病児童等及びその家族の意見を踏まえるとともに、疾病児童等を支援

する関係機関等の間で、共通認識を持って、連携した支援を行うことが重

要であることから、都道府県等は、慢性疾病児童等地域支援協議会に患者

会又は家族会の代表者、小児慢性特定疾病児童等やその家族、医療従事者、
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福祉サービスを提供する者、教育関係者、就労支援関係者、事業主等を加

え、事業内容を検討し、実施するよう努める。 

三 都道府県等は、疾病児童等及びその家族に対して支援を行っている地域

の患者会、家族会、特定非営利活動法人等の協力の下に、小児慢性特定疾

病児童等自立支援事業を円滑に実施するよう努める。 

四 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の積極的な実施及び内容の充実を

図るとともに、地域間格差が生じないようにするため、国は、小児慢性特

定疾病児童等自立支援事業の先進的事例や好事例等の情報提供を行うな

ど、都道府県等の取組を支援する。 

五 小児慢性特定疾病児童等及びその家族のニーズを踏まえた支援が提供で

きるよう、国は、成人後を含む小児慢性特定疾病児童等の就労状況や生活

実態の把握をはじめ、療養生活、自立支援、家族支援など疾病児童等の健

全な育成に資する調査及び研究の実施及び充実に努める。また、都道府県

等は、小児慢性特定疾病医療費の支給や小児慢性特定疾病児童等自立支援

事業等の実施を通じて、小児慢性特定疾病児童等及びその家族のニーズを

把握することが重要である。 

第五 小児慢性特定疾病児童等の成人移行に関する事項 

一 小児慢性特定疾病児童等が成人後も必要な医療等を切れ目なく受けられ

るようにするため、第三の五及び六の取組を進めるとともに、国及び都道

府県等は、小児慢性特定疾病児童等の健全な育成に係る施策の実施に当た

り、小児慢性特定疾病児童等の成人期を見据えて、福祉サービスに関する

施策等の各種支援策との有機的な連携に配慮しつつ、包括的かつ総合的に

実施することが重要である。 

二 国は、小児慢性特定疾病であって、指定難病の要件を満たすものについ

て、切れ目のない医療費助成が受けられるよう、成人後も医療費助成の対

象とするよう検討する。 

三 小児慢性特定疾病児童等の成人後の自立を支援するため、国は、第四の

五の成人後を含む小児慢性特定疾病児童等の就労状況や生活実態の把握

に努めるとともに、小児慢性特定疾病児童等自立支援事業等と成人に対す

る各種の自立支援策との連携強化など、その自立支援に資する環境整備を

図る。 

四 小児慢性特定疾病児童等の成人後の自立を支援するため、都道府県等は、

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の内容の充実を図る。また、国は、

第四の四の小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の先進的事例や好事例

等の情報提供を行うなど、都道府県等の取組を支援する。 

第六 疾病児童等の健全な育成に資する調査及び研究に関する事項  
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一 国は、治療方法の確立に向けて小児慢性特定疾病の各疾病の病態を解明

するための研究事業や、小児慢性特定疾病の各疾病に関する現状の把握、

疾病概念の整理、診断の手引きの作成や改訂を推進するための研究事業を

実施する。 

二 国は、小児慢性特定疾病に関する研究の推進に資するよう、指定難病患

者データベース（難病の患者に対する医療等の総合的な推進を図るための

基本的な方針第二(2)イに規定する指定難病データベースをいう。）の構

築と連携しながら、小児慢性特定疾病児童等データベースを構築する。 

三 国は、小児慢性特定疾病児童等データベースを構築し、小児慢性特定疾

病に関する調査及び研究に有効活用できる体制に整備する。 

四 国及び都道府県等は、小児慢性特定疾病に関する研究への活用のため、

小児慢性特定疾病児童等のデータを研究機関に提供するに当たっては、個

人情報の保護に十分配慮するよう努める。 

五 国は、第四の五の成人後を含む小児慢性特定疾病児童等の就労状況や生

活実態の把握をはじめ、療養生活、自立支援、家族支援など疾病児童等の

健全な育成に資する調査及び研究の実施及び充実に努める。 

六 国は、疾病児童等の健全な育成に資する調査及び研究の推進に当たって

は、難病（難病の患者に対する医療等に関する法律第一条に規定する難病

をいう。）の病因や病態の解明並びに医薬品（医薬品、医療機器等の品質、

有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和三十五年法律第百四十五号）

第二条第一項に規定する医薬品をいう。）、医療機器（同条第四項に規定

する医療機器をいう。）及び再生医療等製品（同条第九項に規定する再生

医療等製品をいう。）の開発を推進するための実用的な研究や、既存薬の

新たな治療効果のエビデンス構築（ドラッグ・リポジショニング）に係る

研究を含むその他の調査及び研究との適切な連携を図るよう留意する。 

七 国は、小児慢性特定疾病に関する研究その他疾病児童等の健全な育成に

資する調査及び研究により得られた成果について、ウェブサイトへの情報

掲載等を通じて、国民に対して広く情報提供する。 

第七 疾病児童等に対する学校教育、福祉サービスに関する施策及び就労の支

援に関する施策との連携に関する事項 

一 疾病児童等の健全な育成に係る施策が、福祉サービス、乳幼児期からの

発達支援、就学前教育、学校教育及び就労支援に関する施策と有機的に連

携し総合的に実施されるよう、都道府県等は、慢性疾病児童等地域支援協

議会の活用等により、疾病児童等の健全な育成に係る施策への関係機関等

の理解と参画が得られるよう努める。 

二 国は、都道府県等における小児慢性特定疾病児童等の健全な育成に係る
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施策の取組状況や課題を把握し、都道府県等に対し情報提供するとともに、

教育機関等に対し、小児慢性特定疾病児童等の健全な育成に係る施策の趣

旨や事業内容等を周知し協力を促すよう努める。 

三 小児慢性特定疾病児童等及びその家族からの個別の相談に応じた適切な

支援が提供されるよう、都道府県等は、その実施する小児慢性特定疾病児

童等自立支援事業における相談支援を担当する者として小児慢性特定疾

病児童等自立支援員を配置する等により、関係機関等との連絡及び調整を

行い、相談の内容に応じて関係機関等につなぐほか、個別に各種の自立支

援策の活用を提案する等に取り組むよう努める。 

四 国は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成十七年法律第百二十三号）に基づき障害福祉サービス等の対象となる特

殊の疾病について、小児慢性特定疾病の対象となる疾病の検討を踏まえて

見直しを検討する。また、市区町村は、小児慢性特定疾病の特性に配慮し

た福祉サービス等の内容の充実に努める。 

五 福祉サービスを提供する者は、訪問診療、訪問看護等の医療系サービス

と連携しつつ、小児慢性特定疾病児童等のニーズに合ったサービスの提供

に積極的に努めるとともに、国は、医療と福祉が連携した先駆的なサービ

スについて把握し、普及に努める。 

六 国は、疾病児童等の教育の機会を確保するため、疾病児童等に対する学

習支援や疾病の自己管理方法の習得のための支援を含め、特別支援教育を

引き続き推進する。 

七 小児慢性特定疾病児童等の就労及びその継続を支援するため、都道府県

等は、小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の実施に当たり、学校教育段

階から疾病の自己管理方法の習得のための支援を行うことや、資格取得等

により疾病の状態等に合わせて働きやすい仕事に就けるよう、就労支援機

関等の協力の下での相談等の機会を通じた雇用情報の提供や職業訓練の

実施等に取り組むことが重要である。 

八 国は、第四の五の成人後を含む小児慢性特定疾病児童等の就労状況や生

活実態の把握に努めるとともに、難病の患者に対する医療等の総合的な推

進を図るための基本的な方針を踏まえつつ、適切な就労支援等を含む小児

慢性特定疾病児童等自立支援事業と成人に対する各種の自立支援策との

連携強化に取り組む。 

第八 その他疾病児童等の健全な育成に係る施策の推進に関する事項 

一 国、地方公共団体及び関係団体は、小児慢性特定疾病に対する正しい知

識及び疾病児童等に対する必要な配慮等についての国民の理解が広がる

よう、啓発活動を行うことが重要である。 
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二 国及び都道府県等は、小児慢性特定疾病医療費の支給の申請方法、小児

慢性特定疾病児童等自立支援事業や相談支援の窓口の紹介など、小児慢性

特定疾病児童等及びその家族をはじめとする関係者が必要とする正確で

わかりやすい情報を充実させ、その提供に努める。 

三 国及び都道府県等は、小児慢性特定疾病児童手帳の一層の周知を行うこ

とが重要である。また、国は、小児慢性特定疾病児童手帳や医療受給者証

（法第十九条の三第七項に規定する医療受給者証をいう。）の取得に係る

手続の簡素化等、これらの取得を促進する方策について検討する。 
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ハンセン病問題の解決の促進に関する法律概要

趣 旨

国の隔離政策によりハンセン病患者であった者等が受けた被害の回復については、平成１３年
６月の「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」の制定により、一定
の解決が図られている。しかし、未解決の問題も残されており、とりわけ、ハンセン病患者であ
った者等が地域社会から孤立することなく、良好かつ平穏な生活を営むことができるようにする
ための基盤整備は喫緊の課題であり、また、ハンセン病患者であった者等に対する偏見と差別の
ない社会の実現に向けて、真摯に取り組んでいかなければならない。
そこで、ハンセン病患者であった者等の福祉の増進、名誉の回復等に関し現在もなお存在する
問題（ハンセン病問題）の解決の促進に関し、基本理念等を定めるとともに、ハンセン病問題の
解決の促進に関し必要な事項を定めるものとする。

基本理念等

１ ハンセン病問題に関する施策は、ハンセン病患者であった者等が受けた身体及び財産に係る
被害その他社会生活全般にわたる被害に照らし、その被害を可能な限り回復することを旨とし
て行われなければならない。
２ ハンセン病問題に関する施策を講ずるに当たっては、国立ハンセン病療養所等の入所者が、
その生活環境が地域社会から孤立することなく、安心して豊かな生活を営むことができるよう
に配慮されなければならない。
３ 何人も、ハンセン病患者であった者等に対して、差別することその他の権利利益を侵害する
行為をしてはならない。
４ 国は、ハンセン病問題に関する施策の策定及び実施に当たっては、ハンセン病患者であった
者等その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。

施 策

○国立ハンセン病療養所等における療養及 ○社会復帰の支援及び社会生活の援助
び生活の保障 ・国立ハンセン病療養所等からの退所希望者へ

・国立ハンセン病療養所等における療養の確保 の退所準備金の支給

・国立ハンセン病療養所への再入所・新規入所の ・退所者給与金及び非入所者給与金の支給

保障 ・国立ハンセン病療養所等及び一般の医療機関

・国立ハンセン病療養所における生活の保障 における退所者及び非入所者に対する医療体

①意思に反する退所、転所の禁止 制の整備

②医療・介護体制の整備 ・相談体制の整備

③地域開放 ・退所者給与金受給者の遺族への支援金の支給

○名誉回復及び死没者の追悼 ○親族に対する援護
・国立のハンセン病資料館の設置、歴史的建造物 ・国立ハンセン病療養所の入所者の親族で、当該

の保存等ハンセン病及びハンセン病対策の歴史 入所者が入所したことによって生計が困難な状

に関する正しい知識の普及啓発等 態にある者への援護の実施

・死没者の追悼のための必要な措置

そ の 他

・ この法律は、平成２１年４月１日から施行する。
・ らい予防法の廃止に関する法律の廃止その他関係法律の整理を行う。
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   ○平成２６年１１月 :「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律の一部を改正する法律」（議員立法）が成立 
                     ・退所者給与金受給者の遺族への経済的支援制度の創設                （平成２７年１０月施行） 

  

ハンセン病問題についてのこれまでの動き 
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退所者給与金及び改葬費について

これらの制度を創設する経緯

退所者給与金については、平成１３年５月の「ハンセン病問題内閣総理大
臣談話」において言及されている「退所者給与金」について、原告・弁護団
と協議を行い、平成１４年度から制度を実施することとしたものである。
また、改葬費については、遺族原告との和解の基本合意書において、遺族

に死没者の遺骨の引取りを勧めていることを踏まえ、平成１４年度から制度
を実施することとしたものである。

退所者給与金

○ 支給目的
ハンセン病療養所退所者の福祉の増進を目的とする。

○ 支給対象者
・既退所者

ハンセン病療養所の入所経験があり、平成１４年４月１日前に既
にハンセン病療養所を退所している者。

・新規退所者
平成１４年４月１日以後、ハンセン病療養所を退所した者。

○ 支給額
生活類型に応じて支給額を設定。

新規退所者 既退所者

退所者が１人の世帯の支給額 ２６４，１００円 １７６，１００円

退所者が２人の世帯の合計支給額 ４２２，６００円 ２８１，６００円

※別途、退所者が非退所者を扶養する世帯においては、１６，０００円を加算。

○ 所得制限
支給額は、前年の所得が退所者給与金年間支給額より多いとき、以下

の額を控除する。
（前年所得 － 退所者給与金年間支給額）÷２

※退所者給与金の支給要綱については、少なくとも２年ごとに見直す。

改葬費

○ 支給目的
ハンセン病療養所で死没した方に対する追悼の意を表することを目的

とする。
○ 支給対象者及び支給額

ハンセン病療養所に収蔵されている焼骨を、その遺族が改葬したとき、
その遺族に対して、死没者１人につき５万円を支給する。
※昨年10月から、支給対象者である遺族（死没者の配偶者、子、父母、孫、

祖父母又は兄弟姉妹）に、「これらの者以外の三親等内の親族」が追加され

た。
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非入所者給与金について

１ 制度の趣旨

厚生労働省は、統一交渉団との平成１６年４月１４日付の「平成１５年度ハンセン病

問題対策協議会における確認事項」を踏まえ、裁判上の和解が成立した入所歴のないハ

ンセン病元患者に対し、平穏で安定した平均的水準の社会生活を営むことができるよう

に、平成１７年度にハンセン病療養所非入所者給与金制度を創設した。

２ 対象者

裁判上の和解が成立した入所歴のないハンセン病元患者であって、厚生労働大臣の

認定を受けた者（※）

※ 平成28年４月１日以降は、和解が成立していない者を対象に含めるよう、必要な改

正を行うこととしている。

３ 給付額

基準額を、月額49,500円とし、以下のとおり段階的に給付する。

（１）段階的給付について

・市町村民税非課税の者 月65,800円

・前年の課税所得が75万円未満の者 月49,500円（基準額）

・前年の課税所得が75万円以上135万円未満の者 一部支給停止

・前年の課税所得が135万円以上の者 不支給

但し、配偶者又は一親等の直系尊属を扶養するときは、月額13,780円を加算して給

付する。

（２）生活保護相当者の取扱い

生活保護相当の者に対しては、上記にかかわらず、生活保護相当額に基準額を加算

した額を給付。その給付の実施は、「国立ハンセン病療養所等家族生活援護委託費」

の「援護費」の枠組みを準用する。
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特定配偶者等支援金の概要 
 

 

制度を創設する経緯 

特定配偶者等支援金については、平成２１年６月の「ハンセン病問題対策協議会」

における退所者の遺族に対して、その生活の安定等を図るための給与金を支給する

という要望について、統一交渉団と協議を行い、ハンセン病対策議員懇談会等の議

論を経て、議員立法により平成２６年１１月にハンセン病問題の解決の促進に関す

る法律の一部改正が改正され、制度が創設された。 

 

 

特定配偶者等支援金 

 ○ 支給目的 

ハンセン病療養所退所者給与金受給者の遺族の生活の安定等を目的とする。 

 

 ○ 支給対象者 

      ・特定配偶者等 

      ハンセン病療養所退所者給与金の受給者の扶養対象となったことがあ

る配偶者及び一親等の尊属 

 

 ○ 支給額 

全国一律に１２８，０００円 

 

 ○ 施行日 

    平成２７年１０月１日 
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○　らい予防法違憲国家賠償請求訴訟判決者数（Ｈ１３．５．１１熊本地裁）

判決を受けた原告 　１２７名

○　国立ハンセン病療養所入所者等補償金支給者数

総数 ４，１２１名

 　うち 入所者 ２，６３３名

退所者 １，４８８名

（韓国：５８１名、台湾：２９名、旧南洋庁：１名含む）

○　らい予防法違憲国家賠償請求訴訟和解者数

総数 ７，５５０名

 　うち 入・退所者 ２，１４５名

遺族 ５，２５１名

非入所者 　１５４名

○　ハンセン病療養所退所者給与金支給決定者数

総数 １，１１５名

 　うち 既退所者 １，０００名

新規退所者 １１５名

○　ハンセン病療養所非入所者給与金支給決定者数

総数 ６９名

○　特定配偶者等支援金支給決定者数

総数 ６０名

ハンセン病元患者等に対する補償等統計資料

＊「らい予防法違憲国家賠償請求訴訟判決者数」以外はすべて平成27年12月末現在である。

資- 24 


